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裁 決 書

審査請求人 札幌市○○区○○

○○ ○○

上記代理人 札幌市南区

甲斐 基男

処 分 庁 札幌市中央区南２条西１４丁目

北海道後期高齢者医療広域連合

審査請求人が平成２０年５月２２日付けで提起した後期高齢者医療被保険者

証交付処分に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

主 文

本件審査請求を棄却する。

事 実

、 、 （ 「 」 ）処分庁は 平成２０年４月１日付けで 審査請求人 以下 請求人 という

に対し、高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成１９年厚生労働省令

第１２９号。以下「施行規則」という ）第１７条第１頂の規定により、後期。

高齢者医療被保険者証（以下「被保険者証］という｡）を交付した。

請求人は、処分庁が請求人に対して行った被保険者証交付処分（以下「原処

分」という ）を不服として、平成２０年５月２２目付けで北海道後期高齢者。

医療審査会（以下「審査会」という｡）に審査請求を提起した

審査請求及び弁明の趣旨

１ 請求人による審査請求の趣旨

請求人は、原処分の取消しを求めて、次のとおり主張する。

( )本人の意思確認や自発的な手続きを経ず、後期高齢者医療制度に強制加1
人させることは不当てあり、憲法第１３条に規定されている個人の尊重に

違反する。

( )７５歳以上を対象とした医療制度を創設し、その被保険者全員から保険2
料を徴収することや受けられる医療を制限することは、憲法第１４条に規

定されている法の下の平等に違反する。

２ 処分庁による弁明の趣旨
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処分庁は、本件審査請求の棄却を求めて、次のとおり主張する。

（ ）原処分は、法令に基づき、適正に行われたものである。1
（ ）後期高齢者医療制度は、国民の共同連帯の理念等に基づき、法律によっ2

て設けられたものであり、制度に加入し、自らも一定程度の負担を負うこ

とは、高齢者の医療を互いに支え合うという公共の福祉の実現という目的

にかなうものであり、憲法第１３条に規定されている個人の尊重に違反す

るとはいえないと考える。

（ ）後期高齢者医療制度は、統計上医療を要する比率が高くなる７５歳以上3
の高齢者にかかる負担が過大になることがないよう、他の世代と比べて医

療を受ける際の自己負担を低い水準で維特する目的で設けられた制度であ

り、憲法第１４条に規定されている法の下の平等に違反するとはいえない

と考える。

裁決の理由

本件に関して次のとおり判断する。

１ 原処分について

（ ）後期高齢者医療制度の被保険者については、高齢者の医療の確保に関す1
る法律（昭和５７年法律第８０号）第５０条において、同条第１号で後期

高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という ）の区域内に住所を有す。

る７５歳以上の者を、同条第２号で広域連合の区域内に住所を有する６５

歳以上７５歳未満の者であって、厚生労働省令の定めるところにより、政

令で定める程度の障害の状態にある旨の当該広域連合の認定を受けたもの

を、それぞれ被保険者とする旨規定されている。

（ ）請求人は、原処分時、札幌市に居住する７５歳の者であるから、処分庁2
が行う後期高齢者医療の被保険者であることが認められる。

（ ）施行規則第１７条第１項により、広域連合は被保険者に対し、被保険者3
証を交付しなければならないと規定されていることから、処分庁は請求人

に対し原処分を行ったのであり、原処分に違法又は不当な点を認めること

はできない。

２ 請求人の主張について

請求人は、審査請求の趣旨( ) （ ）のとおり、後期高齢者医療制度に関1 2、

し、憲法違反であると主張する。

しかしながら、当審査会は、処分庁の行った原処分が法令の規定に従って

適法に行われたものであるかどうかについて審理を行うものであり、法令の

規定あるいはこれに基づく後期高齢者医療制度が憲法に違反するかどうかの

判断については、当審査会の権限に属するものではない。

したがって、請求人のこれらの主張は、当審査会の権限外のことを求めて

いるのであるから、これを採用することはできない。
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以上のとおり、原処分は法令の規定に基づき行ったものであり、取り消すべ

。き瑕疵があるものとはいえないから､請求人の主張には理由がないものである

よって、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第４０条第２項の規

定により、主文のとおり裁決する。

平成２０年７月２８日

北海道後期高齢者医療審査会

会 長 伊 藤 隆 道

教 示

この裁決について不服がある場合には、この裁決があったことを知った日の

翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を代表する者は、

北海道知事となります｡）を被告として、札幌地方裁判所に裁決の取消しの訴

えを提起することができます。

なお、裁決があったことを知った日の翌日から６月以内であっても、裁決の

日の翌日から起算して１年を経過すると裁決の取消しの訴えを提起することが

できなくなります。

上記は、原本に基づいて作成した裁決書の謄本です。

平成２０年８月１日

北海道後期高齢者医療審査会

会 長 伊 藤 隆 道


